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【背景】

　2017年11月から本プロジェクトを開始し、ラオス17県のうち4県（ビエンチャン市、ルアンパ

バン県、サイヤブリ県及びシェンクアン県）をパイロット県として選定し、クリーン農産物の生

産や品質管理等の技術向上に向けた支援を実施するとともに、中央・県・郡の農林省職員が生産

者と購買者の仲介役として、生産現場やフードバリューチェンの整備を含めたマーケティング指

導ができるよう、技術指導・体制強化への支援を実施している。更に、流通業者や購買者にク

リーン農業の価値を広く理解してもらい、需要を喚起するための啓発活動を支援している。これ

により、クリーン農産物の生産・供給の拡大と、市場ニーズへの対応や販路拡大を図ることを目

指している。

【目的】

　プロジェクトの中心課題である有機農業を実践するためには、現地にて入手可能な資材による

「土づくり」をしっかり行うことが基本且つ重要な要素となることから、本分野における幅広い

知見と実践経験に基づく知識・技術を、カウンターパート機関含め、対象県の有機農業生産者グ

ループに対し指導・助言する。

【業務担当分野】土壌管理（有機農業）

【人月合計】1.7MM（現地1.5MM、国内0.2MM）

【現地業務期間】2020年6月上旬～7月中旬（45日間）

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

公示日（予定） 調整中
農村開発部農業・農村開発第一グルー

プ

業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト

履行期間（予定） 調整中 企画競争

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

20a00104000000 ラオス国クリーン農業開発プロジェクト（土壌管理（有機農業））

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】

　本事業は、アムハラ州フォガラ地区の国立イネ研究研修センターの機能強化を図り、もって

フォガラ地区やその周辺地域の稲作振興に寄与するものである。

【目的】

　2020年11月のプロジェクト終了を控え、プロジェクトの活動の実績、成果を確認し提言にま

とめる。また、今後の協力事業の実施にあたっての教訓を導く。

【活動内容】

１）プロジェクトの最新計画と活動実績、計画達成状況、評価５項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、持続性）を確認するために、必要なデータ、情報の収集、整理及び分析を行

う。

２）プロジェクト全体を評価し、成果及び残されている課題を確認し、提言をまとめる。

【業務担当分野】

評価分析

【人月合計】約1.27MM（現地0.77MM、国内0.50MM）

【現地業務期間】

　2020年5月30日～2020年6月9日、2020年7月19日～2020年7月
30日を想定

【渡航回数】2回

　うち、第1回現地業務では国立イネ研究研修センター現地職員

を中心としたヒアリング、第2回現地業務では中央政府関係者を

中心としたヒアリングや協議を行う。相手国関係者の都合上、渡

航を2回に分ける。

＜有償以外＞

19a01328000000 エチオピア国国立イネ研究研修センター強化プロジェクト終了時評価調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中
農村開発部農業・農村開発第二グルー

プ

業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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履行期間（予定） 2020年7月1日 2021年7月30日 企画競争

5S-KAIZENアプローチを応用した緊急産科・新生児ケアの改善モデル（KAIZEN-MPDSR）を構

築し、導入・実施・展開に必要な支援することにより、期待される成果を発現し、プロジェクト

全体の目標の達成に寄与する。

【上位目標】

緊急産科・新生児ケア(EmONC)の質の改善を通じて、ブルンジの妊産婦・周産期及び新生児の

健康状態が改善される。

【プロジェクト目標】

対象地域の保健施設が提供するEmONCサービスの質が改善される。

【期待される成果】

成果１：国家標準EmONCメンターシップモデルの策定・実施によりEmONCサービス提供に係

る保健人材能力が強化される。

成果２：KAIZENアプローチを応用した妊産婦死亡サーベイランス(KAIZEN-MPDSR)の手法によ

りEmONCサービスの質が改善される。

成果３：施設・家庭用保健記録ツールの効果的な活用により、EmONCケースマネージメントが

適切かつタイムリーに実施される。

【業務担当分野】5S-KAIZEN-TQM活動

【人月合計】2.25MM（現地2.00MM、国内0.25MM）

【現地派遣期間】2020年7月上旬～2021年7月下旬

【渡航回数】3回

＜有償以外＞

19a01323000000 ブルンジ国母子保健サービス強化プロジェクト（5S-KAIZEN-TQM活動）

公示日（予定） 2020年4月8日 人間開発部保健第一グループ
業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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履行期間（予定） 2020年5月20日 2022年3月4日 企画競争

【背景】

　モーリタニア国（人口約430万人）では近年、「持続可能な水産開発戦略（2015-2019）」を

策定し、従来、海外からの経済協力や投資によって発展を遂げてきた水産開発のあり方を見直

し、海洋環境や水産資源を国家の財産として自ら管理し、資源を有効に利用していく方針に転換

した。このような水産開発を図っていくためには、同国自身が水産資源を適切に管理して持続的

利用を図っていくとともに、漁獲物の高度利用や高付加価値化を進めバリューチェーンを構築し

ていくことが重要になる。そこで、同戦略の実行を政策レベルで支援し、水産業全体のバランス

のとれた振興を図るための専門家の派遣を要請した。

【目的】

　漁業・水産経済省が策定した「持続可能な水産開発戦略（2015-2019）」及び次期戦略に基づ

く政策実施への助言を通じて、モーリタニア国自身による水産資源の管理・保全と持続可能な開

発及び主要産業である水産業の振興を図る。

【活動内容】

①SCAPPおよび「持続可能な水産開発戦略（2015-2019）」、その他水産政策の達成状況のフォ

ローと問題点の抽出を行う。

②「持続可能な水産開発戦略（2015-2019）」に基づく政策の実施に対する助言・提言を行う。

③水産行政官に対する研修を実施し、水産人材の育成を推進する。

④ドナー間の調整を支援する。

⑤日本の水産セクター協力の円滑な形成及び促進を推進する。

⑥モーリタニア政府による水産開発プロジェクトの実施促進を支援する。

【業務担当分野】水産行政

【人月合計】17.25MM（現地16.00MM、国内1.25MM)

【現地業務期間】

　2020年5月中旬～2022年2月下旬を想定

【渡航回数】6回

【国際約束締結状況】

   包括口上書締結済（2019年4月23日）

＜有償以外＞

20a00074000000 モーリタニア国水産行政アドバイザー業務

公示日（予定） 2020年4月8日 農村開発部農業・農村開発第一グルー

プ

業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景・目的】

　2016年2月より4年間に渡り実施されている「都市水道公社水道事業管理能力強化プロジェク

ト・フェーズ2」が2020年7月に終了するにあたり、協力の成果を整理し、提言にまとめる。

【活動内容】

　本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分把握の上、他の調査団員と

協議・調整しつつ、以下の活動を行う。

当初計画と活動実績、計画達成状況、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続

性）を確認するために、必要なデータ、情報を収集、整理し、分析する。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】1.2MM（現地0.7MM、国内0.5MM）

【現地業務期間】2020年6月8日～6月27日（予定）

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

19a01324000000 南スーダン国都市水道公社水道事業管理能力強化プロジェクトフェーズ２終了時評価（評価分

析）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法
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務

内
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項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】多くの島嶼からなるインドネシア国において、海運はインドネシア経済において重要な

役割を果たしており、海事産業ロードマップが定められ造船業の振興に力が入れられている。同

国政府からは造船産業振興政策と造船技術向上についての支援要請がなされ、二段階技プロとし

て2016年5月に討議議事録（RD)が締結された。その内容は、コンポーネント1で工業省をカウン

ターパートとして「造船政策・技術アドバイザー」を派遣し情報収集や先方との意見交換等を通

じて案件形成を行い、コンポーネント2で造船産業振興の技プロを本格実施するものである。

　これに基づき、「造船政策・技術アドバイザー」が2016年10月から派遣され案件形成を行っ

てきたところであるが、今般プロジェクトの本格実施（コンポーネント2）に向けて詳細計画策

定調査を実施するものである。

【目的】今次詳細計画策定調査は、計画枠組み、実施体制、成果と活動等を整理したうえで、プ

ロジェクトの内容を確認・協議し、プロジェクトの係る合意文書締結を行うとともに、事前評価

を行うことを目的とする。

【活動内容】本業務従事者は詳細計画策定調査団員として技術協力プロジェクトの仕組み及び手

続きを十分に把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、プロジェクトの協力計画形成に資す

る担当分野の調査を行う。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】0.97人月

【現地派遣期間】2週間（6月14日～6月27日）

【渡航回数】1回

●長期専門専門家（造船政策・技術アドバイザー）を派遣中

（2016年10月～　）

●詳細計画策定調査においては、「総括」「造船教育」「造船事

情」の分野の団員が参団の予定。

●現地派遣期間は、新型コロナウイルス対応に関連して変更にな

る可能性があります。

※有償以外

20a00128000000 インドネシア国造船産業振興プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中
社会基盤・平和構築部運輸交通グルー

プ

業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査

6



コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】ラオス政府は、第8次国家社会経済開発計画（2016-2020年）において、工学系人材の

育成を強化する方針であり、第8次教育開発5か年計画（2016-2020 年）では、産業界のニーズを

踏まえたカリキュラムの開発と研究能力強化を通じた高等教育の質の向上を優先課題としてい

る。そのような状況下、国内4つの国立大学のうち、唯一首都に位置し、最も多くの卒業生を輩

出するラオス国立大学工学部に対し、ラオス政府から技術協力プロジェクト「産業発展のための

工学人材強化プロジェクト」の実施が要請されている。これを受けてJICAは、ラオス政府からの

要請の背景、内容を確認し、プロジェクトの実施内容の計画策定に必要な情報収集・分析を行う

ことを目的として詳細計画策定調査を実施する。

【目的】今次詳細計画策定調査は、プロジェクト実施に先立ち、計画枠組み、実施体制、成果と

活動等を整理したうえで、プロジェクトの内容を確認・協議するとともに、事前評価を行うこと

を目的とする。

【活動内容】本業務従事者は詳細計画策定調査団員として、技術協力プロジェクトの仕組み及び

手続きを十分に把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、プロジェクトの協力計画形成に資

する担当分野の調査、調査結果の取り纏めを行う。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】0.97MM（現地0.47MM、国内0.50MM）

【現地業務期間】2020年6月7日（日）～6月20日（土）

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00078000000 ラオス国産業発展のための工学人材強化プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中
人間開発部高等教育・社会保障グルー

プ

業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査

7



コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 2020年6月1日 2021年5月31日 企画競争

【背景】

　ニカラグアでは地方の事業者の市場に関する情報不足、生産物や商品販売のための組織化の不

足などによる収益性の低さ、販売機会のロスなどがあげられ、地域格差が広がっている。特に零

細事業者による市場へのアクセスが不十分な状況にあり、地域資源を活用した地域活性化が求め

れている。

そこでJICAは2015年9月から2年間、地方自治振興庁（以下、INIFOM）をCPに実施した個別案

件「地場産業振興アドバイザー（ADEL）」では、2012年に実施した課題別研修「地域振興（一

村一品運動）」と連携しつつ、同北部4県のうち3県を対象に、ニカラグアに適した「分散・体験

型見本市（D-HOPE）」の計画・運営方針策定手法の確立を目指し、体験型プログラムやカタロ

グ作成により地元の小規模生産者や生産品の視覚化が進められた。さらに2016年3月には調査団

が派遣され、「分散・体験型見本市」と連携したマーケットプレイスの導入方法や必要な取り組

み、目指すべきモデル等の検討が行われた。その結果、今後、マーケットプレイスとしての直売

所の設立運営と、直売所出荷者としての生産者の組織化が、地場産業振興活動のさらなる展開に

必要と認識された。

　他方、2014年に終了した開発調査「国家運輸計画プロジェクト」が作成した計画では、交通

セクター開発と産業振興の接点として「道の駅」を提案し、ニカラグア政府に有望な戦略のひと

つとして受け止められた。こうして上述のADELプロジェクトの成果と連携させつつ、INIFOMを

通じ、地方自治体関係者に「道の駅」のコンセプトを紹介した。今後は、試験的な実施（3つの

パイロット市）を通してニカラグアに適した道の駅モデルの計画・実施策定を支援することで、

地方自治体の地域経済振興を目指す。

【目的】

　INIFOMを中心とした「道の駅」の実施にかかるニカラグアに

適した道の駅のモデルの提案を目的とする。

【活動内容】

　本業務の従事者は、ニカラグアに適した「道の駅」のモデルを

構築することを目指し、CP機関、地方自治体職員ら、道の駅の実

施、運営にかかる関係者に対し、技術的な助言、支援を行う。

【業務担当分野】地域振興

【人月合計】4.5MM（現地4.0MM、国内0.5MM）

【現地業務期間】

　・第1次：2020年6月上旬-7月中旬（40日）

　・第2次（40日）

　・第3次（40日）

＜有償以外＞

20a00132000000 ニカラグア国道の駅による地域経済振興アドバイザー業務（地域振興）

公示日（予定） 2020年4月15日 農村開発部農業・農村開発第一グルー

プ

業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】

人口増加に伴い水需要が増大するタンザニア国ザンジバルのウングジャ島において、円借款「ザ

ンジバル都市水道配水施設改善事業」が計画されている。同借款事業により、対象地域の平均給

水量は充当できるが、人口増加率に鑑みると更に水需要は増加し、2025年以降は既存水源だけ

では対応しきれなくなる見込みである。そのため、新たな水源開発を行う必要があるものの、ザ

ンジバルでは水源開発に必要となる基礎データの収集や計画策定、法令の整備等が行われておら

ず、かかる業務のための人材育成を行う必要がある。本プロジェクトでは、水源開発の基礎とな

る、給水状況や需要状況の把握、地下水モニタリングや水資源賦存量データに基づいた取水計画

の策定等、地下水管理の能力強化を支援する予定である。

【目的】

詳細計画策定調査は、実施体制、成果、活動等を整理したうえで、プロジェクトの内容を確認・

協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うとともに、事前評価を行うことを目的とする。

【活動内容】

本業務従事者は、詳細計画策定調査団員として、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十

分に把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、プロジェクトの協力計画形成に資する担当分

野を調査し、調査結果取り纏めをおこなう。

【業務担当分野】

評価分析

【人月合計】1.28MM

【現地業務期間】3週間

【渡航回数】1回

＜有償案件＞

20a00048000000 タンザニア国ザンジバル水資源管理プロジェクトプロジェクト詳細計画策定調査【有償勘定技

術支援】（評価分析）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】

人口増加に伴い水需要が増大するタンザニア国ザンジバルのウングジャ島において、円借款「ザ

ンジバル都市水道配水施設改善事業」が計画されている。同借款事業により、対象地域の平均給

水量は充当できるが、人口増加率に鑑みると更に水需要は増加し、2025年以降は既存水源だけ

では対応しきれなくなる見込みである。そのため、新たな水源開発を行う必要があるものの、ザ

ンジバルでは水源開発に必要となる基礎データの収集や計画策定、法令の整備等が行われておら

ず、かかる業務のための人材育成を行う必要がある。本プロジェクトでは、水源開発の基礎とな

る、給水状況や需要状況の把握、地下水モニタリングや水資源賦存量データに基づいた取水計画

の策定等、地下水管理の能力強化を支援する予定である。

【目的】

詳細計画策定調査は、実施体制、成果、活動等を整理したうえで、プロジェクトの内容を確認・

協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うとともに、事前評価を行うことを目的とする。

【活動内容】

本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分に把握の上、他調査団と協議・

調整しつつ、担当分野に係る協力計画策定のために必要な調査及び分析を行う。

【業務担当分野】地下水管理

【人月合計】1.28MM

【現地業務期間】6月14日～7月4日

【渡航回数】１回

＜有償案件＞

20a00049000000 タンザニア国ザンジバル水資源管理プロジェクトプロジェクト詳細計画策定調査【有償勘定技

術支援】（地下水管理）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 2020年5月28日 2021年3月15日 企画競争

【目的】

本案件は円借款事業の形成促進及び効果増大のために、国家社会経済開発計画（PDSEB）推進

に必要な基礎教育分野の情報収集・分析を行い、優先アクションを先方政府と協議・特定し、政

策マトリクスの策定、政策アクション実現、及びそのモニタリング実施を支援するもの。

【活動内容】

　＜国内作業期間＞

・ブルキナファソの教育セクターにおける関連の政策、戦略、計画、報告書、他ドナー活動のレ

ビュー

　＜現地作業期間＞

・教育セクターに関わる政府関係者、開発パートナー等との協議及び情報収集に基づいた、基礎

教育の質改善を目的とした優先政策アクションの分析

・上記の情報収集及び他ドナーとの対話により得られた結果に基づく、教育セクター開発政策借

款形成の主要関係者（特に基礎教育・識字・国語教育推進省及び経済・財務・開発省）への技術

支援を通じた政策マトリクス作成支援

・政策マトリクスに規定された政策アクション達成による供与資金が、計画された活動へ予算配

賦されるための国民教育・識字・国語推進省の予算要求準備及び国民教育・識字・国語推進省と

経済・財務・開発省の間の省庁間調整への支援

・政策アクション実現とモニタリングにかかる、関係省庁に対する技術的助言

【業務担当分野】

案件形成

【人月合計】

合計約7MM（現地6MM、国内1MM）　

有償案件

20a00138000000 ブルキナファソ国教育セクター開発政策借款（案件形成）

公示日（予定） 2020年4月15日 アフリカ部アフリカ第四課
業務実施契約（単独型）－円借款付

帯プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景・目的】ルワンダ国地方部での安全な水へのアクセス率は53.7％であり、JICAは特に給水

率の低いルワンダ東部県において、水衛生公社（WASAC）を通して地方給水の実施体制強化を

目的とした技術協力プロジェクト「地方給水施設運営維持管理強化プロジェクト」を2015～
2019年に実施した。同プロジェクトを通して、地方給水運営維持管理に関する国家ガイドライ

ンやマニュアル等の整備、GISを用いた施設情報の整備が進んだ一方、ルワンダ国水源の44％を

占める湧水の水質管理体制や、水分野への民間資金の投資やICTの積極的な活用が不十分であ

り、今後の促進が必要な状況である。

　本事業は、地方給水施設運営維持管理の実施体制の定着、国家ガイドラインやマニュアル等の

活用、給水施設の更新拡張の計画策定能力強化、水質管理体制の強化、および民間資金導入の促

進を行うことにより、ルワンダ国における地方給水施設の持続可能な運営維持管理及び拡張・更

新が改善されることを目的としている。

【活動内容】本業務従事者は、本調査の団員として、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を

十分把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、事前評価や先方政府との合意文書に必要な

データ、情報を収集・整理・分析し、民間セクターとの連携も考慮した上でプロジェクトの全体

構想を検討する。

【業務担当分野】評価分析／民間セクター連携

【人月合計】1.33MM（現地0.83MM、国内0.50MM）

【現地業務期間】2020年6月上旬～6月下旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00090000000 ルワンダ国地方給水マネジメント強化プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析／民間セク

ター連携）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景・目的】ルワンダ国地方部での安全な水へのアクセス率は53.7％であり、JICAは特に給水

率の低いルワンダ東部県において、水衛生公社（WASAC）を通して地方給水の実施体制強化を

目的とした技術協力プロジェクト「地方給水施設運営維持管理強化プロジェクト」を2015～
2019年に実施した。同プロジェクトを通して、地方給水運営維持管理に関する国家ガイドライ

ンやマニュアル等の整備、GISを用いた施設情報の整備が進んだ一方、ルワンダ国水源の44％を

占める湧水の水質管理体制や、水分野への民間資金の投資やICTの積極的な活用が不十分であ

り、今後の促進が必要な状況である。

　本事業は、地方給水施設運営維持管理の実施体制の定着、国家ガイドラインやマニュアル等の

活用、給水施設の更新拡張の計画策定能力強化、水質管理体制の強化、および民間資金導入の促

進を行うことにより、ルワンダ国における地方給水施設の持続可能な運営維持管理及び拡張・更

新が改善されることを目的としている。

【活動内容】本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分把握の上、調査団

員として派遣されるJICA職員等と協議・調整しつつ、ルワンダにおける地方給水政策、組織運営

に係る現状の把握、課題の抽出、対応策の検討を行い、事前評価や先方政府との合意文書に必要

なデータ、情報を収集・整理・分析し、プロジェクトの全体構想を検討する。

【業務担当分野】水道政策／組織運営

【人月合計】1.33MM（現地0.83MM、国内0.50MM）

【現地業務期間】2020年6月上旬～6月下旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00091000000 ルワンダ国地方給水マネジメント強化プロジェクト詳細計画策定調査（水道政策／組織運営）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景・目的】ルワンダ国地方部での安全な水へのアクセス率は53.7％であり、JICAは特に給水

率の低いルワンダ東部県において、水衛生公社（WASAC）を通して地方給水の実施体制強化を

目的とした技術協力プロジェクト「地方給水施設運営維持管理強化プロジェクト」を2015～
2019年に実施した。同プロジェクトを通して、地方給水運営維持管理に関する国家ガイドライ

ンやマニュアル等の整備、GISを用いた施設情報の整備が進んだ一方、ルワンダ国水源の44％を

占める湧水の水質管理体制や、水分野への民間資金の投資やICTの積極的な活用が不十分であ

り、今後の促進が必要な状況である。

　本事業は、地方給水施設運営維持管理の実施体制の定着、国家ガイドラインやマニュアル等の

活用、給水施設の更新拡張の計画策定能力強化、水質管理体制の強化、および民間資金導入の促

進を行うことにより、ルワンダ国における地方給水施設の持続可能な運営維持管理及び拡張・更

新が改善されることを目的としている。

【活動内容】本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分把握の上、調査団

員として派遣されるJICA職員等と協議・調整しつつ、地方給水施設における維持管理に係る現状

の把握、課題の抽出、対応策の検討を行い、事前評価や先方政府との合意文書に必要なデータ、

情報を収集・整理・分析し、プロジェクトの全体構想を検討する。

【業務担当分野】給水施設／維持管理

【人月合計】1.33MM（現地0.83MM、国内0.50MM）

【現地業務期間】2020年6月上旬～6月下旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00093000000 ルワンダ国地方給水マネジメント強化プロジェクト詳細計画策定調査（給水施設／維持管理）

公示日（予定） 調整中 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】マダガスカルにおいてコメは主食であり、最も重要な作物である。稲作は全耕地面積の

約4割を占め、コメの総生産量は年間403万トン、消費量は年間一人当たり約98kgに及ぶ。JICA
は「コメ生産向上・流域管理プロジェクトフェーズ2（PAPRiz2）」を実施し、多くの稲作農家

への技術普及を図っている。

【目的】2020年11月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を確認し提言

にまとめる。また、今後の協力事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。

【活動内容】プロジェクトの協力について当初計画と活動実績、計画達成状況、評価５項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を確認するために、必要なデータ、情報を収集、

整理し、分析する。また、プロジェクト全体を評価し、今期プロジェクトにおける成果および残

されている課題を確認し、提言をまとめる。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】1.27MM（現地0.77MM　国内0.50MM）

【現地業務期間】2020年6月下旬から2020年7月中旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00131000000 マダガスカル国コメ生産性向上・流域管理プロジェクトフェーズ２終了時評価調査（評価分

析）

公示日（予定） 調整中
農村開発部農業・農村開発第二グルー

プ

業務実施契約（単独型）－調査・研

究
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】タイ温室効果ガス管理機構（TGO）は、タイ国内およびASEAN域内を対象とした研修

センターとして「気候変動国際研修センター（CITC)」を2014年に設立しており、CITCが「地域

のワンストップ研修センター」として持続的な役割を果たしていくため、CITCが実践的な研修

を実施するための能力強化を目指し、2017年10月からプロジェクトを実施中である。

【目的】2020年1月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を確認するとと

もに、 今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。

【活動内容】本業務従事者は、プロジェクトの協力について当初計画と活動実績、計画達成状

況、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を確認するために、必要な

データ、情報を収集、整理し、分析する。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】1.2MM（現地0.7MM、国内0.5MM）

【現地業務期間】2020年6月下旬～7月上旬

【渡航回数】１回

＜有償以外＞

20a00030000000 タイ国東南アジア地域低炭素・レジリエントな社会構築推進能力向上プロジェクト終了時評価

調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中 地球環境部環境管理グループ
業務実施契約（単独型）－技術協力

プロジェクト
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期限（予定） 調整中 企画競争

【背景】フィリピンでは、公共事業道路省（DPWH）が様々なインフラの計画・設計・施工に関

する責任を有し、海岸保全対策を行ってきている。しかし、海岸線被害には様々な要因が関連し

ており、海岸保全対策に関する知識や技能の習得は容易でないことから、DPWHによる対策は現

状では有効なものとはなっていない。かかる状況の中で、フィリピン政府より我が国に対し、

DPWHの能力強化が要請された。

【目的】フィリピン国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協議を

経て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な海岸保全

の技術的な情報を収集、分析することを目的とする。

【活動内容】本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み・手続きを十分に把握の

上、調査団員として派遣されるJICA職員等と協力・協議・調整しつつ、担当分野に係る協力計画

策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】海岸保全

【人月合計】1.27MM（現地0.87MM、国内0.40MM）

【現地業務期間】2020年6月下旬～2020年7月中旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00105000000 フィリピン国海岸災害対策及び海岸保全能力向上プロジェクト詳細計画策定調査（海岸保全）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期限（予定） 調整中 企画競争

【背景】フィリピンでは、公共事業道路省（DPWH）が様々なインフラの計画・設計・施工に関

する責任を有し、海岸保全対策を行ってきている。しかし、海岸線被害には様々な要因が関連し

ており、海岸保全対策に関する知識や技能の習得は容易でないことから、DPWHによる対策は現

状では有効なものとはなっていない。かかる状況の中で、フィリピン政府より我が国に対し、

DPWHの能力強化が要請された。

【目的】フィリピン国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協議を

経て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収

集、分析することを目的とする。

【活動内容】本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み・手続きを十分に把握の

上、調査団員として派遣されるJICA職員等と協力・協議・調整しつつ、担当分野に係る協力計画

策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】評価分析

【人月合計】1.27MM（現地0.87MM、国内0.40MM）

【現地業務期間】2020年6月下旬～2020年7月中旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00106000000 フィリピン国海岸災害対策及び海岸保全能力向上プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期限（予定） 調整中 企画競争

【背景】

　フィリピンでは、公共事業道路省（DPWH）が様々なインフラの計画・設計・施工に関する責

任を有し、海岸保全対策を行ってきている。しかし、海岸線被害には様々な要因が関連してお

り、海岸保全対策に関する知識や技能の習得は容易でないことから、DPWHによる対策は現状で

は有効なものとはなっていない。かかる状況の中で、フィリピン政府より我が国に対し、DPWH
の能力強化が要請された。

【目的】フィリピン国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、当該プロジェクトの環境社会

配慮に関連する調査を行うことを目的とする。

【活動内容】本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み・手続きを十分に把握の

上、調査団員として派遣されるJICA職員等と協力・協議・調整しつつ、担当分野に係る協力計画

策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】環境社会配慮

【人月合計】1.27MM（現地0.87MM、国内0.40MM）

【現地業務期間】2020年6月下旬～2020年7月中旬

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00107000000 フィリピン国海岸災害対策及び海岸保全能力向上プロジェクト詳細計画策定調査（環境社会配

慮）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】ミャンマーではモンスーン(季節風)期等で、広域にわたり洪水被害が発生する.今回対象

となるバゴー川・シッタン川流域は、特に2018年には同地域全体で15万を超える避難者が発生

し、広範な浸水被害が発生し、日本政府も緊急支援(物資支援)を実施した。

バゴー市はヤンゴン大都市圏の人口増加にともない、近郊となる同地域のさらなる人口増が見込

まれて、市街地の増加や工業団地の整備が進められている。さらにJICAが支援をしている「東西

経済回廊整備事業」および「ヤンゴン・マンダレー鉄道整備事業」の要を形成しており、産業地

域開発も含めた投資の促進も考えられる地域となっている。

以上のように、対象地域となるバゴー川・シッタン川流域は、今後の経済発展のポテンシャルが

高い一方、水害リスクも顕在化しており、都市の発展とともに水害リスクの増加も懸念されてい

る。

今般、ミャンマー政府より日本政府に対し、「バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスター

プラン策定プロジェクト」の要請があり、JICAは詳細計画策定調査を実施することとした。

【目的】本調査では、ミャンマー政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関

との協議を経て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要

な情報を収集、分析することを目的とし、プロジェクトに関わる合意文書締結を行う予定であ

る。

【活動内容】本業務従事者は、開発計画調査型技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分

に把握の上、他の業務従事者や調査団員として派遣されるJICA職員等と協議・調整しつつ、担当

分野に係る協力計画策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】環境社会配慮／評価分析

【人月合計】1.5MM
【現地業務期間】4週間

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00137000000 ミャンマー国バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスタープラン策定プロジェクト詳細計

画策定調査（環境社会配慮／評価分析）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】ミャンマーではモンスーン(季節風)期等で、広域にわたり洪水被害が発生する.今回対象

となるバゴー川・シッタン川流域は、特に2018年には同地域全体で15万を超える避難者が発生

し、広範な浸水被害が発生し、日本政府も緊急支援(物資支援)を実施した。

バゴー市はヤンゴン大都市圏の人口増加にともない、近郊となる同地域のさらなる人口増が見込

まれて、市街地の増加や工業団地の整備が進められている。さらにJICAが支援をしている「東西

経済回廊整備事業」および「ヤンゴン・マンダレー鉄道整備事業」の要を形成しており、産業地

域開発も含めた投資の促進も考えられる地域となっている。

以上のように、対象地域となるバゴー川・シッタン川流域は、今後の経済発展のポテンシャルが

高い一方、水害リスクも顕在化しており、都市の発展とともに水害リスクの増加も懸念されてい

る。

今般、ミャンマー政府より日本政府に対し、「バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスター

プラン策定プロジェクト」の要請があり、JICAは詳細計画策定調査を実施することとした。

【目的】本調査では、ミャンマー政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関

との協議を経て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要

な情報を収集、分析することを目的とし、プロジェクトに関わる合意文書締結を行う予定であ

る。

【活動内容】本業務従事者は、開発計画調査型技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分

に把握の上、他の業務従事者や調査団員として派遣されるJICA職員等と協議・調整しつつ、担当

分野に係る協力計画策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】統合水資源管理／治水計画

【人月合計】1.5MM
【現地業務期間】4週間

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00140000000 ミャンマー国バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスタープラン策定プロジェクト詳細計

画策定調査（統合水資源管理／治水計画）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景】ミャンマーではモンスーン(季節風)期等で、広域にわたり洪水被害が発生する.今回対象

となるバゴー川・シッタン川流域は、特に2018年には同地域全体で15万を超える避難者が発生

し、広範な浸水被害が発生し、日本政府も緊急支援(物資支援)を実施した。

バゴー市はヤンゴン大都市圏の人口増加にともない、近郊となる同地域のさらなる人口増が見込

まれて、市街地の増加や工業団地の整備が進められている。さらにJICAが支援をしている「東西

経済回廊整備事業」および「ヤンゴン・マンダレー鉄道整備事業」の要を形成しており、産業地

域開発も含めた投資の促進も考えられる地域となっている。

以上のように、対象地域となるバゴー川・シッタン川流域は、今後の経済発展のポテンシャルが

高い一方、水害リスクも顕在化しており、都市の発展とともに水害リスクの増加も懸念されてい

る。

今般、ミャンマー政府より日本政府に対し、「バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスター

プラン策定プロジェクト」の要請があり、JICAは詳細計画策定調査を実施することとした。

【目的】本調査では、ミャンマー政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関

との協議を経て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要

な情報を収集、分析することを目的とし、プロジェクトに関わる合意文書締結を行う予定であ

る。

【活動内容】本業務従事者は、開発計画調査型技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分

に把握の上、他の業務従事者や調査団員として派遣されるJICA職員等と協議・調整しつつ、担当

分野に係る協力計画策定のために必要な調査を行う。

【業務担当分野】利水計画

【人月合計】1.5MM
【現地業務期間】4週間

【渡航回数】1回

＜有償以外＞

20a00141000000 ミャンマー国バゴー・シッタン川流域統合水資源管理マスタープラン策定プロジェクト詳細計

画策定調査（利水計画）

公示日（予定） 調整中 地球環境部防災グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（２０２０年４月１日）

注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能

性があります。あらかじめご承知おきください。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わります。下記は現時点での最新情報であり、今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、適宜 JICAホームページ「調

達情報＞お知らせ」をご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 調整中 企画競争

【背景・目的】

　エルサルバドルの国家5か年開発計画2014-2019では、国際競争力強化と経済発展に資する産

業人材の育成の重要性が謳われ、その基盤となる初中等教育、とりわけ算数・数学教育の質の改

善が喫緊の課題とされていた。この課題に対し、JICAは2015～2019年に「初中等教育算数・数

学指導力向上プロジェクト（ESMATE）」を実施し、初中等教育の教材改訂・開発を中心に算数

数学教育の質の向上を支援してきた。他方、ESMATEにて開発された教材を使用した学習が学校

現場で広がりを見せている中で、その効果としての学習変容を適切に評価し、カリキュラム・教

科書改訂や各種政策に反映する仕組みは現状では存在していない。かかる状況の下、エルサルバ

ドル教育科学技術省は学習評価結果を活かした教科書内容や指導法の改善、教育政策への反映を

行うことを通じ、算数・数学教育における学びを改善することを目的として、本案件の要請がな

された。

　上記要請を受け、JICAはプロジェクトの計画枠組や実施体制等を整理した上で、協力内容・計

画をエルサルバドル政府と確認・合意することを目的とした詳細計画策定調査を実施する。

【活動内容】

　プロジェクト・デザイン案の作成に必要な情報収集等を行い、要請内容を評価5項目の観点か

ら分析の上、協力計画（案）の策定を支援する。

【人月合計】1.18MM（現地0.63MM、国内0.55MM）

【業務担当分野】評価分析

【渡航回数】1回
【現地業務期間】調整中

＜有償以外＞

20a00121000000 エルサルバドル国初中等算数・数学教育における学力評価に基づいた学びの改善プロジェクト

詳細計画策定調査（評価分析）

公示日（予定） 調整中 人間開発部基礎教育グループ
業務実施契約（単独型）－詳細計画

策定調査
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